
議案第６４号 

日進市職員の給与に関する条例及び日進市職員の旅費に関する条例の一部改正

について 

 日進市職員の給与に関する条例及び日進市職員の旅費に関する条例の一部を別紙の

とおり改正する。 

  令和元年９月２日提出 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図 

るための関係法律の整備に関する法律の施行による地方公務員法の一部改正に伴い、 

日進市職員の給与に関する条例及び日進市職員の旅費に関する条例の一部を改正す

る必要があるからであります。 

２ 主な改正点 

（１）成年被後見人又は被保佐人に該当することによる失職に関する規定を削る。 

（２）その他必要な規定の整理を行う。 
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日進市職員の給与に関する条例及び日進市職員の旅費に関する条例の一部を改正

する条例 

令和  年  月  日 

条 例 第     号 

第1条 日進市職員の給与に関する条例(昭和36年日進町条例第30号)の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

(期末手当) (期末手当) 

第20条 期末手当は、6月1日及び12月1日(以

下この条から第20条の3までにおいてこれ

らの日を「基準日」という。)にそれぞれ在

職する職員に対して、それぞれ基準日の属

する月の市長が規則で定める日(次条及び

第20条の3第1項においてこれらの日を「支

給日」という。)に支給する。これらの基準

日前1箇月以内に退職し、又は死亡した職員

(第26条第6項の規定の適用を受ける職員及

び市長が規則で定める職員を除く。)につい

ても、同様とする。 

第20条 期末手当は、6月1日及び12月1日(以

下この条から第20条の3までにおいてこれ

らの日を「基準日」という。)にそれぞれ在

職する職員に対して、それぞれ基準日の属

する月の市長が規則で定める日(次条及び

第20条の3第1項においてこれらの日を「支

給日」という。)に支給する。これらの基準

日前1箇月以内に退職し、若しくは法第16条

第1号に該当して法第28条第4項の規定によ

り失職し、又は死亡した職員(第26条第6項

の規定の適用を受ける職員及び市長が規則

で定める職員を除く。)についても、同様と

する。 

2・3 略 2・3 略 

4 第2項の期末手当基礎額は、それぞれその

基準日現在(退職し、又は死亡した職員にあ

っては、退職し、又は死亡した日現在)にお

いて職員が受けるべき給料の月額及び扶養

手当の月額並びにこれらに対する地域手当

の月額の合計額とする。 

4 第2項の期末手当基礎額は、それぞれその

基準日現在(退職し、若しくは失職し、又は

死亡した職員にあっては、退職し、若しく

は失職し、又は死亡した日現在)において職

員が受けるべき給料の月額及び扶養手当の

月額並びにこれらに対する地域手当の月額

の合計額とする。 

5・6 略 5・6 略 

第20条の2 次の各号のいずれかに該当する

者には、前条第1項の規定にかかわらず、当

該各号の基準日に係る期末手当(第4号に掲

げる者にあっては、その支給を一時差し止

めた期末手当)は、支給しない。 

第20条の2 次の各号のいずれかに該当する

者には、前条第1項の規定にかかわらず、当

該各号の基準日に係る期末手当(第4号に掲

げる者にあっては、その支給を一時差し止

めた期末手当)は、支給しない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 基準日から当該基準日に対応する支 (2) 基準日から当該基準日に対応する支
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給日の前日までの間に法第28条第4項の

規定により失職した職員 

給日の前日までの間に法第28条第4項の

規定により失職した職員(法第16条第1号

に該当して失職した職員を除く。) 

(3)・(4) 略 (3)・(4) 略 

(勤勉手当) (勤勉手当) 

第21条 勤勉手当は、6月1日及び12月1日(以

下この条においてこれらの日を「基準日」

という。)にそれぞれ在職する職員に対し、

その者の基準日以前における直近の人事評

価の結果及び基準日以前6箇月以内の期間

における勤務の状況に応じて、それぞれ基

準日の属する月の市長が規則で定める日に

支給する。これらの基準日前1箇月以内に退

職し、又は死亡した職員(市長が規則で定め

る職員を除く。)についても、同様とする。

第21条 勤勉手当は、6月1日及び12月1日(以

下この条においてこれらの日を「基準日」

という。)にそれぞれ在職する職員に対し、

その者の基準日以前における直近の人事評

価の結果及び基準日以前6箇月以内の期間

における勤務の状況に応じて、それぞれ基

準日の属する月の市長が規則で定める日に

支給する。これらの基準日前1箇月以内に退

職し、若しくは法第16条第1号に該当して法

第28条第4項の規定により失職し、又は死亡

した職員(市長が規則で定める職員を除

く。)についても、同様とする。 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長

が規則で定める基準に従い任命権者が定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、任命権者が支給する勤勉手当の額

の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総

額は、それぞれ当該各号に定める額を超え

てはならない。 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長

が規則で定める基準に従い任命権者が定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、任命権者が支給する勤勉手当の額

の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総

額は、それぞれ当該各号に定める額を超え

てはならない。 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該

職員がそれぞれの基準日現在(退職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、又

は死亡した日現在。次項において同じ。)

において受けるべき扶養手当の月額及び

これに対する地域手当の月額の合計額を

加算した額に100分の92.5を乗じて得た

額の総額 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該

職員がそれぞれの基準日現在(退職し、若

しくは失職し、又は死亡した職員にあっ

ては、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日現在。次項において同じ。)にお

いて受けるべき扶養手当の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を加算

した額に100分の92.5を乗じて得た額の

総額 

(2) 略 (2) 略 

3～6 略 3～6 略 

(休職者の給与) (休職者の給与) 

第26条 略 第26条 略 

2～5 略 2～5 略 
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6 第2項又は第3項に規定する職員が、これら

の規定に規定する期間内で第20条第1項に

規定する基準日前1箇月以内に退職し、又は

死亡したときは、第20条第1項の規定により

市長が規則で定める日に、それぞれ第2項又

は第3項の規定の例による額の期末手当を

支給することができる。ただし、市長が規

則で定める職員については、この限りでな

い。 

6 第2項又は第3項に規定する職員が、当該各

項に規定する期間内で第20条第1項に規定

する基準日前1箇月以内に退職し、若しくは

法第16条第1号に該当して法第28条第4項の

規定により失職し、又は死亡したときは、

第20条第1項の規定により市長が規則で定

める日に当該各項の例による額の期末手当

を支給することができる。ただし、市長が

規則で定める職員については、この限りで

ない。 

7 略 7 略 

第2条 日進市職員の旅費に関する条例(昭和51年日進町条例第17号)の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

(旅費の支給) (旅費の支給) 

第3条 略 第3条 略 

2 職員又は遺族が次の各号のいずれかに該

当する場合には、当該各号に掲げる者に対

し旅費を支給する。 

2 職員又は遺族が次の各号の一に該当する

場合には、当該各号に掲げる者に対し旅費

を支給する。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

3 職員が前項第1号又は第4号の規定に該当

する場合において、地方公務員法(昭和25年

法律第261号)第16条各号又は第29条第1項

各号の規定により退職等となったときは、

前項の規定にかかわらず、同項の規定によ

る旅費は支給しない。 

3 職員が前項第1号又は第4号の規定に該当

する場合において、地方公務員法(昭和25年

法律第261号)第16条第2号から第5号まで又

は第29条第1項各号の規定により退職等と

なった場合には、前項の規定にかかわらず、

同項の規定による旅費は支給しない。 

4 略 4 略 

5 第1項、第2項及び前項の規定により旅費の

支給を受けることができる者(その者の扶

養親族の旅行について旅費の支給を受ける

ことができる場合には、当該扶養親族を含

む。)が、その出発前に次条第3項の規定に

より旅行命令又は旅行依頼(以下「旅行命令

等」という。)を変更(取消しを含む。以下

同じ。)され、又は死亡した場合において、

当該旅行のため既に支出した金額があると

5 第1項、第2項及び前項の規定により旅費の

支給を受けることができる者(その者の扶

養親族の旅行について旅費の支給を受ける

ことができる場合には、当該扶養親族を含

む。以下本条において同じ。)が、その出発

前に次条第3項の規定により旅行命令又は

旅行依頼(以下「旅行命令等」という。)を

変更(取消しを含む。以下同じ。)され、又

は死亡した場合において、当該旅行のため
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きは、当該金額のうちその者の損失となっ

た金額で市長が規則で定めるものを旅費と

して支給することができる。 

既に支出した金額があるときは、当該金額

のうちその者の損失となった金額で市長が

規則で定めるものを旅費として支給するこ

とができる。 

6 第1項、第2項及び第4項の規定により旅費

の支給を受けることができる者(その者の

扶養親族の旅行について旅費の支給を受け

ることができる場合には、当該扶養親族を

含む。)が、旅行中交通機関の事故又は天災

その他市長が定める事情により、概算払を

受けた旅費額(概算払を受けなかった場合

には、概算払を受けることができた旅費額

に相当する金額)の全部又は一部を喪失し

た場合には、その喪失した旅費額の範囲内

で市長が規則で定める金額を旅費として支

給することができる。 

6 第1項、第2項及び第4項の規定により旅費

の支給を受けることができる者が、旅行中

交通機関の事故又は天災その他市長が定め

る事情により、概算払を受けた旅費額(概算

払を受けなかった場合には、概算払を受け

ることができた旅費額に相当する金額)の

全部又は一部を喪失した場合には、その喪

失した旅費額の範囲内で市長が規則で定め

る金額を旅費として支給することができ

る。 

(鉄道賃) (鉄道賃) 

第12条 略 第12条 略 

2 前項第2号に規定する急行料金は、次の各

号のいずれかに該当する場合に限り、支給

する。 

2 前項第2号に規定する急行料金は、次の各

号の一に該当する場合に限り、支給する。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

3 略 3 略 

附 則 

この条例は、令和元年12月14日から施行する。 


